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第 17回 アジア中古車流通研究会 
 
主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター支援会 
2016年5月14日(土) 13時～17時 
於 京都大学経済学部 みずほホール (法経東館地下1階) 
 
報告 
□岡本 勝規 (富山高等専門学校国際ビジネス学科准教授) 
｢ヤンゴンにおける中古自動車部品・中古車市場の集積と物流｣ 
 
□許 哲 （ガリバーインターナショナル執行役員） 
「ニュージーランドにおける中古車リテールビジネス展開について」 
  

























時  間： 2016 年 5 月 17 日(火) 16:30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下 1 階  
みずほホール AB 
テーマ： 「中国の人口動態と経済成長」 





















































約 400 カ所設置）に預けられた貯金のことで、現在なお 70 万口座約 21 億円




月 15 日法律第百八号、最終改正：2005 年 10 月 21 日法律第一〇二号）。また、
台湾の場合は、1995 年から 2000 年まで郵便貯金･軍事郵便貯金など確定債務



























韓国政府は 2005 年 1 月および 8 月の 2 次にわたって、外務部が保管する
「日韓会談関係文書」161 件を全面公開した。日本政府は 2006 年 8 月から 08





























































































「1910 年 8 月 22 日以前に大日本帝国と大韓帝国との間で締結されたすべ
ての条約及び協定は、もはや無効であることが確認される」（日韓基本条約）
という条約の基本的な認識を、日本政府はそれら「併合条約」等が無効になっ
















































対する対策は一切なかった。「請求権申告法」（1971 年 1 月）と実際の「請求


























をおこなった。その結果、1993 年 8 月河野洋平内閣官房長官が、談話によっ
て慰安所の設置、管理、移送に旧日本軍が直接あるいは間接に関与したこと、
慰安婦の動員が総じて本人たちの意思に反しておこなわれたことを認めた。こ


































確にした（吉澤 2015 313 頁）。 
これ以後、韓国において日韓会談では請求権問題が解決していないという社





とが重要である。つづいて、2012 年 5 月韓国の大法院は、三菱広島の元徴用
工原爆被害者・日本製鉄の元徴用工裁判で、日本の国家権力が関与した反人道
的不法行為や植民地支配に直結した不法行為に因る損害賠償請求権は、先の請
求権協定で消滅していないという判断を示した。2013 年 7 月ソウル高裁と釜
山高裁で、それぞれ戦争被害者が勝訴した。同年 11 月光州地裁で、三菱重工
業を相手とした元勤労挺身隊被害者による損害賠償請求が原告勝訴となった
























































権と歴史認識問題の起源――』（慈学社出版, 2013 年） 
浅野豊美「民主化の代償――「国民感情」の衝突・封印・解除の軌跡――」 




西野留美子『従軍慰安婦と十五年戦争』明石書店 1993 年 
原朗「戦争賠償問題とアジア」（『近大日本と植民地 第 8 巻 アジらの冷戦




協定第二条一を中心に――」（木宮正史・李元徳『日韓関係史 1965-2015 Ⅰ 
政治』東京大学出版会 2015 年） 
吉澤文寿「朴正煕政権期における対日民間請求権補償をめぐる国会議論」 
（『現代韓国朝鮮研究』第 15 号 2016 年） 





   
 
 






































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
2014 年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12 月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015 年 6.9 5.9 10.7 1.4 9.7 6024 -9.8 -14.4 11.0 0.8 11.9 15.0 
1 月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2 月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7 月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8 月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9 月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10 月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 -7.0 -19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11 月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12 月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 －1.7 －7.6 17.2 -45.1 13.3 15.0 
2016 年             
1 月   10.3 1.8 18.0 633 -11.5 -18.8 14.1 -2.1 14.0 15.2 
2 月   10.2 2.3  326 -25.4 -13.8 -11.3 -1.3 13.3 14.7 
3月 6.7 6.8 10.5 2.3 11.2 299 11.2 -7.4 26.1 4.0 13.4 14.7 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
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